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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第121期

中間連結会計期間
第122期

中間連結会計期間
第121期

会計期間
自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2024年４月１日
至2024年９月30日

自2023年４月１日
至2024年３月31日

売上収益 （百万円） 40,294 49,795 83,928

税引前中間利益又は税引前利益 （百万円） 6,458 9,856 13,795

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）利益
（百万円） 2,191 4,813 5,376

親会社の所有者に帰属する中間

（当期）包括利益
（百万円） 4,491 4,037 8,822

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 54,047 58,893 56,605

総資産額 （百万円） 111,443 118,399 117,714

基本的１株当たり中間（当期）

利益
（円） 45.73 101.96 112.57

希薄化後１株当たり中間（当

期）利益
（円） 45.13 100.64 111.04

親会社所有者帰属持分比率 （％） 48.5 49.7 48.1

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 6,290 1,808 11,883

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,351 △1,237 △2,605

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △3,009 △2,929 △6,687

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 29,284 27,588 30,495

（注）１．当社は要約中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．上記指標は、国際会計基準（以下「IFRS会計基準」という。）により作成された要約中間連結財務諸表及び連

結財務諸表に基づいております。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態及び経営成績の状況

当中間連結会計期間における当社グループの業績は、中国市場をはじめとして多少の動きが見られるものの、

全体的には依然として不透明感の否めない中、各拠点で着実に事業を推進した結果、売上収益が49,795百万円

（前年同期比23.6％増）と中間期としては既往最高水準を計上し、営業利益が9,916百万円（同66.9％増）、親

会社の所有者に帰属する中間利益は4,813百万円（同119.6％増）となりました。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

①　日本につきましては、売上収益は15,275百万円(前年同期比5.6％減)、セグメント利益は113百万円(前年同

期はセグメント損失693百万円)となりました。

②　中国につきましては、売上収益は42,241百万円(同41.8％増)、セグメント利益は9,642百万円(前年同期比

73.1％増)となりました。

③　インドにつきましては、売上収益は2,184百万円(同5.3％減)、セグメント損失は127百万円(前年同期はセグ

メント損失22百万円)となりました。

④　韓国につきましては、売上収益は875百万円(同13.5％増)、セグメント利益は49百万円(前年同期比11.5％

増)となりました。

⑤　その他につきましては、売上収益は179百万円(同45.0％減)、セグメント損失は74百万円(前年同期はセグメ

ント損失32百万円)となりました。

セグメント利益は売上収益から売上原価および販売費及び一般管理費を控除して算定しております。
 
当中間連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ684百万円増加し、118,399百万円となり

ました。

これは主に、棚卸資産が3,090百万円、営業債権及びその他の債権が779百万円増加した一方、現金及び現金同

等物が2,906百万円、その他の金融資産が206百万円減少したことによるものです。

当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ5,719百万円減少し、39,632百万円とな

りました。

これは主に、未払法人所得税等が572百万円増加した一方、借入金が3,661百万円、営業債務及びその他の債務

が1,631百万円、繰延税金負債が622百万円、契約負債が612百万円減少したことによるものです。

当中間連結会計期間末における資本合計は、前連結会計年度末に比べ6,404百万円増加し、78,766百万円とな

りました。

これは主に、中間利益により6,769百万円、当社が保有する関係会社株式の一部売却等による資本取引により

非支配持分が3,850百万円増加した一方、その他の包括利益により1,479百万円、配当金により2,127百万円減少

したことによるものです。

 
(2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ2,906百万円減少し、27,588

百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金は、1,808百万円の増加となりました。

これは主に、税引前中間利益9,856百万円、減価償却費及び償却費1,022百万円により資金が増加した一方、棚

卸資産の増加3,818百万円、法人所得税の支払3,200百万円、営業債権及びその他の債権の増加1,750百万円、営業

債務及びその他の債務の減少1,090百万円により資金が減少したことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金は、1,237百万円の減少となりました。

これは主に、有形固定資産の取得1,203百万円により資金が減少したことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金は、2,929百万円の減少となりました。

これは主に、連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却による収入3,610百万円により資金が増加した一

方、短期借入金の減少3,592百万円、配当金の支払1,141百万円、非支配株主への配当金の支払986百万円により資

金が減少したことによるものです。
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(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,777百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（2024年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,000,000 48,000,000
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 48,000,000 48,000,000 － －

（注）１．「提出日現在発行数」欄には、2024年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

２．2024年６月19日付の取締役会決議により、譲渡制限付株式報酬として、2024年７月12日付で自己株式427,900

株を処分しております。

３．提出日現在の発行済株式のうち663,925株は、譲渡制限付株式報酬として、自己株式を処分した際の現物出資

（金銭報酬債権992百万円）によるものであります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　なお、2024年７月12日付で、株式報酬型ストックオプションとして付与した新株予約権の譲渡制限付株式への

移行措置を実施しております。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

2024年５月21日 △2,000,000 48,000,000 － 12,345 － －

（注）2024年５月14日開催の取締役会決議により、2024年５月21日付で自己株式2,000,000株を消却しております。

　　　これに伴い発行済株式総数は2,000,000株減少し、48,000,000株となっております。
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（５）【大株主の状況】

  2024年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂1-8-1 6,719 14.09

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海1-8-12 2,726 5.72

株式会社第四北越銀行
新潟県新潟市中央区東堀前通7番町1071-

1
2,184 4.58

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 1,516 3.18

第一生命保険株式会社 (常任代理人

株式会社日本カストディ銀行)

東京都千代田区有楽町1-13-1

(東京都中央区晴海1-8-12)
1,470 3.08

ツガミ取引先持株会 新潟県長岡市東蔵王1-1-1 1,133 2.38

STATE STREET BANK AND TRUST

COMPANY 505001

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,

BOSTON, MASSACHUSETTS

(東京都港区港南2-15-1)

1,025 2.15

THE BANK OF NEW YORK 133652

(常任代理人 株式会社みずほ銀行決

済営業部)

BOULEVARD ANSPACH 1, 1000 BRUSSELS，

BELGIUM

(東京都港区港南2-15-1)

866 1.82

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE THE

HIGHCLERE INTERNATIONAL

INVESTORS SMALLER COMPANIES FUND

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON
E14 5NT, UK

（東京都中央区日本橋3-11-1）
760 1.59

ダイキン工業株式会社 大阪府大阪市北区梅田1-13-1 717 1.50

計 － 19,119 40.10

（注）１．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数はすべて信託業務に係るものであります。

２．上記株式会社日本カストディ銀行の所有株式数はすべて信託業務に係るものであります。

３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから、2024年７月29日付で提出された大量保有報告書（変更

報告書）により、2024年７月22日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 株式　530,257 1.10

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 株式　1,415,700 2.95

三菱ＵＦＪアセットマネジメント

株式会社
東京都港区東新橋一丁目９番１号 株式　408,200 0.85

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー

証券株式会社
東京都千代田区大手町一丁目９番２号 株式　60,127 0.13
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 323,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 47,585,500 475,855 －

単元未満株式 普通株式 90,800 － －

発行済株式総数  48,000,000 － －

総株主の議決権  － 475,855 －

（注）上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄には証券保管振替機構名義の株式が、12,000株（議決

権の数120個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ツガミ
東京都中央区日本

橋富沢町12番20号
323,700 － 323,700 0.7

計 － 323,700 － 323,700 0.7

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の要約中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠し

て作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第５編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月

30日まで）に係る要約中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けておりま

す。
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１【要約中間連結財務諸表】

（１）【要約中間連結財政状態計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2024年３月31日）
 

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

資産     

流動資産     

現金及び現金同等物 11 30,495  27,588

営業債権及びその他の債権 11 27,980  28,759

その他の金融資産 11 142  139

棚卸資産     32,730  35,821

その他の流動資産  1,586  1,433

流動資産合計  92,935  93,741

非流動資産     

有形固定資産  16,308  16,479

使用権資産     2,094  2,045

無形資産  359  245

退職給付に係る資産  110  107

その他の金融資産 11 5,104  4,900

繰延税金資産  461  549

その他の非流動資産  340  327

非流動資産合計  24,779  24,657

資産合計  117,714  118,399
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    （単位：百万円）

 注記
前連結会計年度

（2024年３月31日）
 

当中間連結会計期間
（2024年９月30日）

負債及び資本     

負債     

流動負債     

営業債務及びその他の債務 11 17,546  15,915

借入金 11 16,816  13,155

その他の金融負債  205  216

未払法人所得税等  1,670  2,243

引当金  428  437

契約負債  2,481  1,869

その他の流動負債  898  1,126

流動負債合計  40,047  34,964

非流動負債     

その他の金融負債  183  184

退職給付に係る負債  903  921

引当金  5  5

繰延税金負債  3,555  2,933

その他の非流動負債  655  622

非流動負債合計  5,304  4,667

負債合計  45,352  39,632

資本     

資本金  12,345  12,345

資本剰余金  2,885  3,199

自己株式 6 △3,008  △441

その他の資本の構成要素  10,316  8,711

利益剰余金  34,065  35,079

親会社の所有者に帰属する持分合計  56,605  58,893

非支配持分  15,756  19,872

資本合計  72,361  78,766

負債及び資本合計  117,714  118,399
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（２）【要約中間連結損益計算書及び要約中間連結包括利益計算書】

【要約中間連結損益計算書】

    （単位：百万円）

 注記
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）
 

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

売上収益 5,8 40,294  49,795

売上原価  △29,267  △33,051

売上総利益  11,026  16,744

販売費及び一般管理費  △5,805  △7,451

その他の収益 9 789  645

その他の費用 9 △70  △21

営業利益  5,941  9,916

金融収益  664  254

金融費用  △148  △314

税引前中間利益  6,458  9,856

法人所得税費用  △2,983  △3,086

中間利益  3,474  6,769

     

中間利益の帰属     

親会社の所有者  2,191  4,813

非支配持分  1,283  1,955

中間利益  3,474  6,769

     

１株当たり中間利益     

基本的１株当たり中間利益（円） 10 45.73  101.96

希薄化後１株当たり中間利益（円） 10 45.13  100.64
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【要約中間連結包括利益計算書】

    （単位：百万円）

 注記
　前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）
 

　当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

中間利益  3,474  6,769

     

その他の包括利益     

純損益に振り替えられることのない項目     

その他の包括利益を通じて公正価値で測

定する金融資産
 89  △150

確定給付制度の再測定  －  －

純損益に振り替えられることのない項目

合計
 89  △150

     

純損益に振り替えられる可能性のある項目     

在外営業活動体の換算差額  3,114  △1,329

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計
 3,114  △1,329

その他の包括利益合計  3,204  △1,479

中間包括利益  6,679  5,289

     

中間包括利益の帰属     

親会社の所有者  4,491  4,037

非支配持分  2,187  1,251

中間包括利益  6,679  5,289
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（３）【要約中間連結持分変動計算書】

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

        （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

    
在外営業活動
体の換算差額

 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資
産

2023年４月１日時点の残高  12,345  3,022  △2,247  4,726  2,161

中間利益           

その他の包括利益        2,209  89

中間包括利益合計  －  －  －  2,209  89

自己株式の取得 6     △309     

自己株式の処分 6   △35  172     

配当金 7          

所有者との取引額合計  －  △35  △136  －  －

2023年９月30日時点の残高  12,345  2,986  △2,383  6,936  2,251

 

           

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

資本合計
 その他の資本の構成要素  

利益剰余金

 

合計

  

 
確定給付制
度の再測定

 合計     

2023年４月１日時点の残高  －  6,887  30,945  50,953  13,968  64,922

中間利益    －  2,191  2,191  1,283  3,474

その他の包括利益    2,299    2,299  904  3,204

中間包括利益合計  －  2,299  2,191  4,491  2,187  6,679

自己株式の取得 6   －    △309    △309

自己株式の処分 6   －  △69  67    67

配当金 7   －  △1,156  △1,156  △825  △1,981

所有者との取引額合計  －  －  △1,225  △1,397  △825  △2,223

2023年９月30日時点の残高  －  9,187  31,911  54,047  15,330  69,378
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当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）
 

        （単位：百万円）

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分

 

資本金

 

資本剰余金

 

自己株式

 その他の資本の構成要素

    
在外営業活動
体の換算差額

 

その他の包括
利益を通じて
公正価値で測
定する金融資
産

2024年４月１日時点の残高  12,345  2,885  △3,008  7,771  2,545

中間利益           

その他の包括利益        △625  △150

中間包括利益合計  －  －  －  △625  △150

自己株式の取得 6     △551     

自己株式の処分 6   △52  659     

自己株式の消却 6     2,459     

配当金 7          

利益剰余金への振替          △0

非支配持分との資本取引    365    △828   

所有者との取引額合計  －  313  2,567  △828  △0

2024年９月30日時点の残高  12,345  3,199  △441  6,316  2,394

 

           

 

注記

親会社の所有者に帰属する持分  

非支配持分

 

資本合計
 その他の資本の構成要素  

利益剰余金

 

合計

  

 
確定給付制
度の再測定

 合計     

2024年４月１日時点の残高  －  10,316  34,065  56,605  15,756  72,361

中間利益    －  4,813  4,813  1,955  6,769

その他の包括利益    △775    △775  △704  △1,479

中間包括利益合計  －  △775  4,813  4,037  1,251  5,289

自己株式の取得 6   －    △551    △551

自己株式の処分 6   －  △200  406    406

自己株式の消却 6   －  △2,459  －    －

配当金 7   －  △1,141  △1,141  △986  △2,127

利益剰余金への振替    △0  0  －    －

非支配持分との資本取引    △828    △463  3,850  3,387

所有者との取引額合計  －  △829  △3,800  △1,749  2,864  1,114

2024年９月30日時点の残高  －  8,711  35,079  58,893  19,872  78,766
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（４）【要約中間連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円）

 注記
前中間連結会計期間
（自　2023年４月１日

　　至　2023年９月30日）
 

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日

　　至　2024年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間利益  6,458  9,856

減価償却費及び償却費  1,017  1,022

減損損失及び減損損失戻入（△は益） 9 △93  －

金融収益     △398  △254

金融費用  90  125

固定資産除却損 9 2  4

補助金収入 9 △630  △598

受取保険金     △1  △4

棚卸資産の増減額（△は増加）  4,915  △3,818

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）  3,110  △1,750

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）  △6,641  △1,090

契約負債の増減額（△は減少）  △355  △570

退職給付に係る資産及び負債の増減額  6  20

引当金の増減額（△は減少）  △57  30

その他  △228  841

小計  7,194  3,814

利息及び配当金の受取額  387  237

利息の支払額  △90  △125

補助金の受取額  630  598

保険金の受取額  1  4

法人所得税の支払額  △2,445  △3,200

法人所得税の還付額  612  479

営業活動によるキャッシュ・フロー  6,290  1,808

投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出  △20  △20

定期預金の払戻による収入  20  20

有形固定資産の取得による支出  △1,314  △1,203

有形固定資産の売却による収入  7  6

無形資産の取得による支出  △22  △41

投資有価証券の取得による支出  △1  △1

出資金の払込による支出  △19  －

その他  △1  1

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,351  △1,237

財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（△は減少）  △576  △3,592

非支配持分からの子会社持分取得による支出  －  △131

自己株式の売却による収入  0  0

自己株式の取得による支出 6 △309  △551

配当金の支払額 7 △1,156  △1,141

非支配株主への配当金の支払額  △825  △986

リース負債の返済による支出  △141  △137

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却に

よる収入
 －  3,610

財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,009  △2,929

現金及び現金同等物に係る換算差額  1,574  △548

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  3,505  △2,906

現金及び現金同等物の期首残高  25,779  30,495

現金及び現金同等物の中間期末残高  29,284  27,588
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【要約中間連結財務諸表注記】

１．報告企業

　株式会社ツガミ（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であり、東京証券取引所プライム市場に株式

を上場しております。その登記されている本社及び主要な事業所の住所は当社のウェブサイト

（https://www.tsugami.co.jp/）で開示しております。当社の要約中間連結財務諸表は、2024年９月30日を期末日と

し、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）により構成されております。

　当社グループの事業内容は、工作機械の製造及び販売であります。

 

２．作成の基礎

（1）要約中間連結財務諸表がIFRS会計基準に準拠している旨の記載

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」

の要件を満たすことから、同第312条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成してお

ります。

　要約中間連結財務諸表は、年次連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年

度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものであります。

　本要約中間連結財務諸表は、2024年11月13日に代表取締役 米山 賢司によって承認されております。

 

（2）機能通貨及び表示通貨

　当社グループの要約中間連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満を切

り捨てして表示しております。

 

 

３．重要性がある会計方針

　要約中間連結財務諸表において適用する重要性がある会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一であります。

　なお、当中間連結会計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　要約中間連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に影響

を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見積りとは異

なる場合があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの変更による影響は、その見積りを変更

した会計期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　本要約中間連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表と同

様であります。
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５．セグメント情報

(1）報告セグメントの概要

　当社グループの事業セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。なお、事業セグメントの集約は行っておりません。

　当社グループは、国内外で工作機械の製造及び販売を行っております。製造・販売体制を基礎とした所在地別の

セグメントから構成されており、「日本」、「中国」、「インド」、「韓国」、および「その他」の各グループ会

社の所在地を報告セグメントとしております。

 

(2）セグメント収益及び業績

　子会社との部材有償支給取引額については、セグメント間収益に含めて表示しております。また、セグメント間

の売上収益は、市場実勢価格に基づいております。

　当社グループの報告セグメントによる収益及び業績は以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額 連結

 日本 中国 インド 韓国 その他 計

売上収益         

外部収益 11,885 25,103 2,297 735 271 40,294 － 40,294

セグメント間収益 4,304 4,694 8 35 53 9,097 △9,097 －

合計 16,190 29,798 2,305 771 325 49,391 △9,097 40,294

セグメント利益（△損失） △693 5,569 △22 44 △32 4,865 356 5,221

その他の収益・費用（純額） － － － － － － － 719

営業利益 － － － － － － － 5,941

金融収益・費用（純額） － － － － － － － 516

税引前中間利益 － － － － － － － 6,458

（注)１．セグメント利益は売上収益から売上原価および販売費及び一般管理費を控除して算定しております。

 　　２．セグメント利益の調整額356百万円は、未実現利益の調整等であります。
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当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額 連結

 日本 中国 インド 韓国 その他 計

売上収益         

外部収益 10,353 36,253 2,184 869 134 49,795 － 49,795

セグメント間収益 4,922 5,988 － 6 44 10,961 △10,961 －

合計 15,275 42,241 2,184 875 179 60,757 △10,961 49,795

セグメント利益（△損失） 113 9,642 △127 49 △74 9,603 △309 9,293

その他の収益・費用（純額） － － － － － － － 623

営業利益 － － － － － － － 9,916

金融収益・費用（純額） － － － － － － － △60

税引前中間利益 － － － － － － － 9,856

（注)１．セグメント利益は売上収益から売上原価および販売費及び一般管理費を控除して算定しております。

 　　２．セグメント利益の調整額△309百万円は、未実現利益の調整等であります。
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６．資本及びその他の資本項目

自己株式

　自己株式数及び残高の増減は以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

 株式数 金額 株式数 金額

 千株 百万円 千株 百万円

期首残高 1,824 2,247 2,453 3,008

期中増減 95 136 △2,129 △2,567

中間期末残高 1,920 2,383 323 441

（注）１．前中間連結会計期間の自己株式の増減は、自己株式の取得による増加235千株、ストック・オプションの行

使による減少60千株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少79千株であります。

２．当中間連結会計期間の自己株式の増減は、自己株式の取得による増加393千株、ストック・オプションの行

使による減少95千株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少427千株、自己株式の消却に

よる減少2,000千株であります。

 

７．配当金

（1）配当金支払額

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年５月11日

取締役会
普通株式 1,156 24.00 2023年３月31日 2023年５月30日

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年５月14日

取締役会
普通株式 1,141 24.00 2024年３月31日 2024年５月28日

 

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるも

の

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2023年11月10日

取締役会
普通株式 1,153 24.00 2023年９月30日 2023年11月30日

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

決議日 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

2024年11月13日

取締役会
普通株式 1,287 27.00 2024年９月30日 2024年11月29日
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８．売上収益

(1）収益の分解

　主要な製品ラインによる収益の分解と報告セグメントとの関連は以下のとおりであります。

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

日本 中国 インド 韓国 その他 合計

主要な製品ライン       

自動旋盤 9,512 21,230 2,218 695 208 33,866

研削盤 467 1,546 － － － 2,014

マシニングセンタ・転造盤・専用機 601 1,608 16 － － 2,226

その他 1,303 717 62 39 63 2,187

合計 11,885 25,103 2,297 735 271 40,294

（注）主要な製品ラインのその他には、部品、サービス等が含まれております。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

（単位：百万円）
 

 
報告セグメント

日本 中国 インド 韓国 その他 合計

主要な製品ライン       

自動旋盤 7,975 31,575 2,104 753 74 42,484

研削盤 298 1,760 － － － 2,059

マシニングセンタ・転造盤・専用機 751 1,906 5 － － 2,663

その他 1,327 1,010 74 116 60 2,588

合計 10,353 36,253 2,184 869 134 49,795

（注）主要な製品ラインのその他には、部品、サービス等が含まれております。

 

(2）履行義務の充足に関する情報

　工作機械（自動旋盤、研削盤、マシニングセンタ・転造盤・専用機）及び関連する部品の販売においては、契約

条件に照らし合わせて顧客が製品等に対する支配を獲得したと認められる時点が契約の履行義務の充足時期であ

り、顧客への製品等の到着時、検収時や貿易上の諸条件等に基づき収益を認識しております。工作機械に関連する

サービスについては、役務の提供の完了時点が履行義務の充足時期であり、当該時点において収益を認識しており

ます。顧客との契約から生じた債権は、履行義務の充足後、別途定める支払条件により、主として６ヶ月以内に対

価を受領しております。また、当社グループの顧客との契約から生じた債権に重要な金融要素はありません。
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９．その他の収益及びその他の費用

(1）その他の収益

　その他の収益のうち、主なものは以下のとおりです。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

補助金収入 630 598

減損損失戻入益 93 －

その他 65 46

合計 789 645

　(注)補助金収入は、主に中国子会社における、政府からの補助金であります。

 

(2）その他の費用

　その他の費用のうち、主なものは以下のとおりです。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

固定資産除却損 2 4

その他 67 16

合計 70 21
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10．１株当たり利益

(1）基本的１株当たり中間利益の算定上の基礎

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

親会社の所有者に帰属する中間利益（百万円） 2,191 4,813

親会社の普通株主に帰属しない中間利益（百万円） － －

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する中間利益

（百万円）
2,191 4,813

加重平均普通株式数（千株） 47,925 47,208

基本的１株当たり中間利益（円） 45.73 101.96

 

(2）希薄化後１株当たり中間利益の算定上の基礎

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

基本的１株当たり中間利益の計算に使用する中間利益

（百万円）
2,191 4,813

中間利益調整額（百万円） － －

希薄化後１株当たり中間利益の計算に使用する中間利益

（百万円）
2,191 4,813

加重平均普通株式数（千株） 47,925 47,208

普通株式増加数   

ストック・オプションによる新株予約権（千株） 485 227

譲渡制限付株式報酬による普通株式（千株） 154 393

希薄化後の加重平均普通株式数（千株） 48,565 47,829

希薄化後１株当たり中間利益（円） 45.13 100.64
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11．金融商品

(1）金融商品の公正価値

①公正価値のヒエラルキー

　公正価値で測定される金融商品について、測定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じた公正価値測

定額を、レベル１からレベル３まで分類しております。なお、公正価値ヒエラルキーのレベル１、２及び３の間の

振替は、振替を生じさせた事象又は状況の変化の日に認識しております。

 

レベル１：活発な市場における同一の資産又は負債の市場価格（無調整）

レベル２：レベル１以外の、観察可能な価格を直接又は間接的に使用して算出された公正価値

レベル３：観察不能なインプットを含む評価技法から算出された公正価値

 

②公正価値で測定される金融商品

　公正価値の算定方法は以下のとおりであります。

（営業債権）

　一部の営業債権は、その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産に分類しており、公正価値に

ついては、将来キャッシュ・フローを満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在

価値によって算定しております。

 

（株式、出資金等）

　上場株式の公正価値については、期末日の市場価格によって算定しております。非上場株式・出資金等の

公正価値については、純資産価値や当該投資先が保有する主要な資産等の定量的な情報を総合的に考慮した

適切な方法により算定しております。

 

　公正価値で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは以下のとおりであります。

　なお、各年度において、公正価値レベル間の重要な振替は行われておりません。

 

前連結会計年度（2024年３月31日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
    

営業債権 － 5,616 － 5,616

株式 4,608 － 2 4,611

出資金等 － － 492 492

合計 4,608 5,616 495 10,721

 

当中間連結会計期間（2024年９月30日）

（単位：百万円）
 

 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金融資産：     

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定する金融資産
    

営業債権 － 7,073 － 7,073

株式 4,432 － 0 4,432

出資金等 － － 467 467

合計 4,432 7,073 467 11,974
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評価プロセス

　レベル３に分類された金融商品は、主に非上場株式・出資金等であり、純資産価額や当該投資先が保有する主

要な資産等の定量的な情報を総合的に考慮した適切な方法により公正価値を測定しております。

　当該評価の合理性については、経理担当部門が検証しており、部門統括者により承認されております。

 

レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

　レベル３に分類された金融商品の当期首から当期末までの変動は以下のとおりであります。

（単位：百万円）
 

 
前中間連結会計期間

（自　2023年４月１日
至　2023年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

期首残高 422 495

利得及び損失合計 47 △26

その他の包括利益 47 △26

購入または取得 19 －

売却 － △0

期末残高 489 467

 

③償却原価で測定される金融商品

　償却原価で測定される主な金融商品に係る公正価値の算定方法は、以下のとおりであります。

なお、いずれも帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融商品および重要性の乏しい金融商品で

あり、償却原価で測定される金融商品の公正価値ヒエラルキーは記載しておりません。

 

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

　短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（その他の金融資産）

　その他の金融資産に含まれる定期預金及びその他は、短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

（借入金）

　短期借入金は、短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

 

(2）金融資産の譲渡

　当社グループでは営業債権の一部を、手形の割引等の方法により流動化を行っております。しかし、当該流動化

債権の中には、債務者が支払いを行わない場合に、当社グループに遡及的に支払義務が発生するものがあり、この

ような流動化債権については、金融資産の認識の中止の要件を満たさないことから、認識の中止を行っておりませ

ん。

　認識の中止の要件を満たさない方法で譲渡された譲渡資産及び関連する負債に関する帳簿価額は、次のとおりで

あり、譲渡資産は連結財政状態計算書の「営業債権及びその他の債権」に、関連する負債は「営業債務及びその他

の債務」及び「借入金」に計上しております。なお、これらの公正価値は帳簿価額と合理的に近似しております。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(2024年９月30日)

譲渡資産の帳簿価額 8,187 5,355

関連する負債の帳簿価額 8,187 5,355

　(内訳)　輸出手形買取 3,687 3,351

　　　　　割引手形等 4,499 2,003

 

EDINET提出書類

株式会社ツガミ(E01480)

半期報告書

24/29



12．重要な子会社

支配の喪失に至らない子会社に対する親会社の所有持分の変動

前中間連結会計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

　当社は、連結子会社である津上精密機床(中國)有限公司の当社保有株式の一部売却を実施しました。また、当社

の連結子会社である津上精密機床(中國)有限公司は、同社株式を自己株式として取得しました。これらの取引の結

果、当中間連結会計期間において、当社グループの同社に対する所有持分は71.5％から65.7％に減少し、非支配持

分が3,837百万円、資本剰余金が319百万円増加しました。

 

13．後発事象

　該当事項はありません。
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２【その他】

(１）期末配当

2024年５月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………1,141百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………24円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年５月28日

（注）2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

(２）中間配当

2024年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………1,287百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………27円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年11月29日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年11月13日

株式会社ツガミ

取締役会　御中

 

Ｅ Ｙ 新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

新潟事務所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石 井 広 幸

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 渡 辺 一 生

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツガミ

の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年４月１日から2024年９月30日ま

で）に係る要約中間連結財務諸表、すなわち、要約中間連結財政状態計算書、要約中間連結損益計算書、要約中間連結包

括利益計算書、要約中間連結持分変動計算書、要約中間連結キャッシュ・フロー計算書及び要約中間連結財務諸表注記に

ついて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の要約中間連結財務諸表が、「連結財務諸表の用語、様式及び作成

方法に関する規則」第312条により規定された国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して、株式会社ツガミ及び連

結子会社の2024年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績並びに中間連結会計期間

のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、ま

た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判

断している。

 

要約中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示すること

にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない要約中間連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

要約中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき要約中間連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、国際会計基準第１号「財務諸表の表示」第４項に基づき、継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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要約中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から要約中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、要約中間連結財務諸表において、国際会計基準第１号「財務諸表

の表示」第４項に基づき、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続

企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において要約中間連結財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する要約中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、要約中

間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー

報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可

能性がある。

・ 要約中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠していないと信じさせる

事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた要約中間連結財務諸表の表示、構成及び内容、並び

に要約中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどう

かを評価する。

・ 要約中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、要約中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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